
*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 7,234,059 固定負債 1,092,392 ※

有形固定資産 6,639,738 地方債 657,043
事業用資産 6,626,861 長期未払金 0

土地 3,873,812 退職手当引当金 432,628
立木竹 0 損失補償等引当金 0
建物 4,726,879 その他 2,720
建物減価償却累計額 △ 3,038,350 流動負債 271,874 ※

工作物 14,090,977 1年内償還予定地方債 265,927
工作物減価償却累計額 △ 13,026,457 未払金 0
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 0
航空機 0 預り金 4,642
航空機減価償却累計額 0 その他 1,306
その他 0 1,364,266
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 7,234,059

インフラ資産 0 余剰分（不足分） △ 1,005,101
土地 0
建物 0
建物減価償却累計額 0
工作物 0
工作物減価償却累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 0

物品 121,372
物品減価償却累計額 △ 108,495

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0

投資その他の資産 594,321
投資及び出資金 0

有価証券 0
出資金 0
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 0
長期貸付金 0
基金 594,321

減債基金 0
その他 594,321

その他 0
徴収不能引当金 0

流動資産 359,165
現金預金 359,165
未収金 0
短期貸付金 0
基金 0

財政調整基金 0
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0 6,228,958

7,593,224 7,593,224

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

経常費用 2,388,016 ※

業務費用 2,351,692 ※

人件費 622,115
職員給与費 589,647
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 30,000
その他 2,468

物件費等 1,720,599 ※

物件費 598,288
維持補修費 803,818
減価償却費 318,494
その他 -

その他の業務費用 8,978
支払利息 8,978
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 36,324
補助金等 36,129
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 195

経常収益 286,081
使用料及び手数料 241,290
その他 44,791

純経常行政コスト △ 2,101,935
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 2,101,935

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

前年度末純資産残高 6,027,063 7,412,457 △ 1,385,394

純行政コスト（△） △ 2,101,935 △ 2,101,935

財源 2,424,479 2,424,479

税収等 2,424,479 2,424,479

国県等補助金 - -

本年度差額 322,544 322,544

固定資産等の変動（内部変動） △ 57,749 57,749

有形固定資産等の増加 229,640 △ 229,640

有形固定資産等の減少 △ 318,494 318,494

貸付金・基金等の増加 63,089 △ 63,089

貸付金・基金等の減少 △ 31,984 31,984

資産評価差額 - -

無償所管換等 △ 120,650 △ 120,650

その他 - - -

本年度純資産変動額 201,895 ※ △ 178,399 380,293

本年度末純資産残高 6,228,958 ※ 7,234,059 ※ △ 1,005,101

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 2,069,522

業務費用支出 2,033,198
人件費支出 622,115
物件費等支出 1,402,105
支払利息支出 8,978
その他の支出 -

移転費用支出 36,324
補助金等支出 36,129
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 195

業務収入 2,710,560
税収等収入 2,424,479
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 241,290
その他の収入 44,791

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 641,038
【投資活動収支】

投資活動支出 292,729
公共施設等整備費支出 229,640
基金積立金支出 63,089
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 31,984
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 31,984
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 260,745
【財務活動収支】

財務活動支出 569,379
地方債償還支出 567,753
その他の支出 1,626

財務活動収入 179,700
地方債発行収入 179,700
その他の収入 -

財務活動収支 △ 389,679
△ 9,386
363,909
354,523

前年度末歳計外現金残高 4,398
本年度歳計外現金増減額 244
本年度末歳計外現金残高 4,642
本年度末現金預金残高 359,165

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

原則として取得原価により計上しています。取得原価が不明なものは再調達原価で計上し
ています。ただし、道路及び敷地のうち、取得原価が不明なもの及び無償で移管を受けた
ものは備忘価格1円としています。

有形固定資産等の減価償却の方法
固定資産は調査表兼評価算定内の耐用年数に基づき、定額法により算定しています。

引当金の計上基準及び算定方法
退職手当引当金
職員に対する退職手当の支給に備えるため、在職する職員が自己都合により退職するとし
た場合の要支給額を計上しています。

リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及び
リース総額が3,000千円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

資金収支計算書における資金の範囲
地方自治法第235条の4第1項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
物品については、取得価額が500千円以上の場合に資産として計上しています。
消費税の会計処理は税込方式によっています。
所有権移転ファイナンス・リース取引（通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理）を
所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理）に変更したため、下記金額を計上。
純資産変動計算書　無償所管換等　△120,650千円

２．重要な会計方針の変更等

３．重要な後発事象

４．偶発債務

５．追加情報
対象範囲（対象とする会計名）

 一般会計
柏羽藤環境事業組合

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨

地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る
出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし
ています。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額
に齟齬が生じる場合は、その旨

各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計金額等が一致しない場合があ
ります。

地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース
債務金額

4,026千円
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

固定資産等形成分
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
余剰分(不足分)
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

基礎的財政収支
業務活動収支（支払利息支出を除く。）　650,016千円
投資活動収支　　　　　　　　　　　　△260,745千円
基礎的財政収支　　　　　　　　　　　　389,271千円

既存の決算情報との関連性（上記で示した「②一般会計等と普通会計の対象範囲
等の差異」に係るものを除きます。）



一般会計のみなので、差異は発生しません。
資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内
訳

資金収支計算書の業務活動収支　　641,038千円
　減価償却費　　　　　　　　　△318,494千円
純資産変動計算書の本年度差額　  322,544千円


